
公文書開示決定等についての異議申立てに係る審査諮問書 

石 契 約 第 ８ ２ 号   

平成２６年３月２０日   

   石狩市情報公開・個人情報 

保護審査会会長  向田 直範 様 

石狩市長  田岡 克介    

  平成２６年１１月１５日付け石契約第５５号で行った石狩市情報公開条例第１２条第

２項の規定による決定に対して異議申立てがありましたので、同条例第１８条第１項の

規定により諮問します。 

請 求 に 係 る 公 文 書 

の 名 称 又 は 内 容 

（株）○○○○○の石狩市への競争入札参加資格申請に

おける添付書類の内、事業経歴書、登記事項証明書及び

決算報告書で現存するもの全て 

当 初 に お け る 実 施 

機 関 の 決 定 内 容 

石狩市情報公開条例第８条第２項に該当するため、一部

不開示と決定した。 

 

事業経歴書については、全部開示すると事業者の営業活

動に不利益が生じるため民間受注の場合及び下請受注の

経歴を不開示とし、決算報告書については、会社法第44

0条第2項に規定する貸借対照表の要旨を除く項目を不開

示とした。 

異 議 申 立 て の 

受 理 年 月 日 

平成２６年１月９日 

異 議 申 立 て の 

趣 旨 及 び 理 由 

（趣旨） 

一部開示決定処分を取り消し、全部開示する旨の決定を

求める。 

 

（理由） 

開示請求した競争入札参加資格者である（株）○○○○

○の申請書類の内、事業経歴、貸借対照表、損益計算書

（販売費及び一般管理費の内訳含む）、原価報告書、株

主資本等変動計算書については、当該事業者が登録して

いる測量業、地質調査業、建設コンサルタントにおいて

公衆の閲覧に供されているものであることから、不開示

情報に当たらないものである。したがって原処分の不開

示理由は合理性を著しく欠く。 
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 平成２６年４月１８日 

 

 

石狩市長  田 岡 克 介 様 

 

 

石狩市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  向 田 直 範 

 

 平成２６年２月５日付石契約第８２号をもって諮問された、公文

書開示決定等についての異議申立てに係る審査諮問について審査し

た結果、石狩市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」と

いう。）は、以下のとおり答申する。 

 

１ 審査会の結論 

別表１に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき、そ

の一部を不開示とした決定について、実施機関がなお不開示とすべ

きとしている部分について、審査会は、別表２の３欄に掲げる部分

を開示すべきとの結論に達した。 
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２ 異議申立ての趣旨 

石狩市情報公開条例（以下「条例」という。）第７条に基づく本件

開示請求に対し、平成２５年１１月１５日付け石契約第５５号によ

り実施機関が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につい

て、その取り消しを求める。 

 

３ 申立人の主張の要旨 

異議申立人が主張する異議申立ての理由は、異議申立書の記載に

よると、以下のとおりである。 

（１）本件対象文書を平成２３、２４年度及び平成２５、２６年度

の石狩市競争入札参加資格審査のために実施機関に提出した者

（以下「第三者」という。）は国土交通省（北海道開発局）に対

して測量業、地質調査業、建設コンサルタントの登録をしており、

毎年提出を義務付けられている報告書等には、各年の事業経歴

（民間受注及び下請受注を含む）は勿論のこと、貸借対照表、損

益計算書（販売費及び一般管理費の内訳含む）、原価報告書、株

主資本等変動計算書には、本件対象文書の決算報告書と同様の内

容が含まれている。 

それらの登録に関する書類は、公衆の閲覧に供するものとされ
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ていることから、不開示情報には当たらず、原処分の不開示理由

は合理性を著しく欠き、原処分は明らかな誤りであり、本件対象

文書をすべて開示すべきである。 

さらに異議申立人は札幌市に対して行った公文書公開請求に

おいて、当該第三者の決算報告書の内容を含め、札幌市が保有す

る請求対象公文書の全てを開示している旨を示し、請求対象文書

をすべて開示すべきと主張している。 

 

４ 実施機関の主張 

実施機関は異議申立人が条例第７条に基づき行った公文書開示請

求（以下「本件開示請求」という。）に対し行った原処分について、

検討の結果、原処分を維持すべきものと考える。 

（１）本件対象文書について 

本件対象文書は第三者が平成２３、２４年度及び平成２５、２６

年度の石狩市競争入札参加資格審査のため提出した書類のうち、事

業経歴書、登記事項証明書（登記簿謄本）、決算報告書である。 

（２）原処分について 

原処分は、本件開示請求に対し、条例第１２条に基づき、本件対

象文書の一部を不開示とするものである。 
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（３）不開示理由について 

本件対象文書には条例第１４条第１項の第三者に関する情報が記

録されており、条例第８条第２項に規定される事業活動情報に該当

する可能性があることから、同項に基づき第三者への意見を聴取し

たうえで、本件対象文書のうち事業活動情報に該当する部分として、

事業経歴書のうち、民間受注及び下請受注の経歴と決算報告書のう

ち会社法第４４０条第２項に規定する貸借対照表の要旨を除く項目

を開示しない一部開示の決定を行った。 

（４）原処分の妥当性について 

本件対象文書のうち、異議申立人が主張する第三者が測量業、地

質調査業、建設コンサルタントの登録のために国土交通省に提出し

た書類が実施機関において建設工事等入札参加資格審査のために提

出を求めた書類と同一であると実施機関において判断できるもので

はなく、原処分の判断は適切であると考える。 

また、申立人は札幌市において同種の情報が開示されていること

から、実施機関においても開示すべき旨主張するが、開示に際し第

三者への意見聴取の結果が不明であり、判断がどのようになされた

か不明であるため、石狩市が行った石狩市情報公開条例に基づく原

処分の判断と同様に解すことはできないと考えられる。 
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５ 審査会の判断 

実施機関は、異議申立人の開示請求に対して、条例第１４条第１

項に規定される第三者に関する情報が記録されており、条例第１４

条に基づき第三者への意見を聴取したうえで、条例第８条第２項の

事業活動情報に該当するとする部分を開示しない一部開示の決定を

行った。 

本件は、異議申立人から開示請求された第三者に関する情報につ

いて、他の機関において既に公衆の閲覧に供されている第三者の同

種の情報及び他市の実施機関が開示している同種の情報との関係で、

事業活動情報として第三者の競争又は事業運営上の地位その他正当

な利益を害することが明らかであると認められるか否かが争点とな

っているものである。 

まず、他の機関において既に公衆の閲覧に供されている第三者の

同種の情報について、実施機関から新たに提出された、実施機関に

おいて競争入札参加資格審査の申請に添付を求めていた建設コンサ

ルタント登録規程第７条第１項の規定により北海道開発局長に報告

された建設コンサルタント現況報告書（以下「現況報告書」という。）

と本件対象文書を以下のとおり比較する。 
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①事業経歴書 

現況報告書においては、直前１年間の主な契約について、５件以

内で記入することとある。本件対象文書の①事業経歴書と一致する

蓋然性はなく、事業経歴がすでに公となっているとは断言できない。 

②決算報告書 

イ）貸借対照表 

大項目は同一、中項目で一部項目が異なる個所があるのみ。 

ロ）損益計算書 

同上 

ハ）販売費及び一般管理費内訳書 

同上。＊現況報告書の損益計算書中に記載。 

ニ）製造原価報告書 

現況報告書に記載なし。 

ホ）株主資本等変動計算書 

現況報告書と全く同じ。 

以上から、イ）～ハ）については同等の情報が記載されていると

判断できる。ニ）については、すでに公となった情報とは判断でき

ない。ホ）については同じ情報が記載されていると判断できる。 

さらに、平成２６年３月２４日付け石契約第９７号で実施機関が
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行った第三者へ意見の聴取では、本件対象文書の決算報告書のうち

販売費及び一般管理費内訳書、製造原価報告書については全部開示

されると、また、貸借対照表及び損益計算書については内訳部分に

ついて開示されると事業経営上支障があるとの意見が述べられた。 

しかし、販売費及び一般管理費内訳書、貸借対照表及び損益計算

書については、現況報告書中に同等の情報が記載されていることか

ら開示しても第三者の事業経営上支障があるとは思えないこと、ま

た、株主資本等変動計算書については特に意見が述べられていない

ことからいずれも開示してもよいと判断できる。 

事業経歴書中、民間及び下請け部分については現況報告書におい

て公になっているとは断言できないこと，製造原価報告書について

は前述の現況報告書に記載されていないことから不開示が適当であ

ると考える。 

次に、異議申立人は札幌市において同種の情報が開示されている

ことから、当実施機関においても開示すべき旨主張するが、開示に

際し第三者への意見聴取の結果が不明であり、また、判断がどのよ

うになされたか不明であるため、石狩市が行った石狩市情報公開条

例に基づく原処分の判断と同様に解すことはできないと考えられる。 

なお、石狩市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１０年１
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２月１５日条例第３０号）第６条に規定されている異議申立人等か

らの意見の聴取については、本件は、意見聴取の「必要があると認

めるとき」に当たらないことが明らかなので実施しないこととする。 
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６ 審査会の経過 

年月日 処理経過 

平成２６年３月２０日 ○諮問書の受理 

○実施機関から関係書類（①諮問書、②説明資料（公

文書開示決定等についての異議申立てに係る審査

諮問について）③異議申立書（任意提出資料を含

む）、④開示決定に係る公文書、⑤第三者に対する

照会に関する公文書）の提出 

○実施機関から原処分の理由等を聴取 

○審議 

平成２６年４月１８日 ○実施機関から関係書類（⑥第三者に対する照会に関

する公文書、⑦第三者の決算報告書比較資料）の追

加提出 

○実施機関から原処分の理由等を聴取 

○審議 

○答申案審議 

○答申 
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別表１ 本件対象文書 

第三者が石狩市の競争入札参加資格（工事関係委託）を得るため、

実施機関に提出した申請書類の内の以下の書類 

①事業経歴書 文書１ 

②登記事項証明書（登記簿謄本） 文書２ 

③決算報告書 貸借対照表 文書３ 

損益計算書 文書４ 

販売費及び一般管理費内訳書 文書５ 

製造原価報告書 文書６ 

株主資本等変動計算書 文書７ 

 

別表２  

１ 区分 ２ 実施機関がなお不開示とすべき部分 ３ 開示すべき部分 

文書１ 民間、下請け部分 なし 

文書２ なし 全部 

文書３ 

会社法第４４０条第２項で公告が義務付け

られている要旨以外の部分 

すべて 

文書４ すべて すべて 

文書５ すべて すべて 

文書６ すべて なし 

文書７ すべて すべて 

 


